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要望の経緯
「施設型給付費・地域型保育給付費」には多数の加算が設けられており、その申請・審査等の一連
の事務は、保育施設・自治体の双方にとって大きな負担が生じている。

令和６年度、指定都市市長会として、「制度の簡素化」を要望。
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現在、国において、複数の全国統一システムの開発が短期間に進められており、令和８年度中に
稼働開始予定のシステムを含めると、７システムが稼働することになる。

要望の経緯
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要望１

前回要望後の国の対応

●複数システムを理解し操作
⇒保育施設・自治体とも負担増

●複数の全国統一システムが
短期間のうちに乱立
（7システム）

●独自システムの利用は対象外
⇒国システム利用が自己目的化

●施設型給付費に全国統一シス
テムの利用を条件とする
「保育ICT推進加算」の創設

懸念

前回要望後の国の対応 前回要望後の国の対応

全ての利用者が使いやすい仕
様とするとともに、システム間で
の情報連携を行うこと

懸念 懸念

要望２ 要望３

加算条件を見直し、国に先行
して業務改善に取り組む自治
体の取組みに配慮すること

●施設型給付費の更なる複雑化
・処遇改善等加算が一本化され
たが、従来の３区分は維持
・新たな加算の創設 (28→32)
・通知の複雑化 (180ﾍﾟｰｼﾞ)

●制度はより複雑化
⇒保育施設・自治体とも負担増

加算の統合や要件の見直し等
により、制度の簡素化を図るこ
と


